
様式第１号（第７条関係）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　令和　　年　　月　　日

　公益財団法人 鳥取県産業振興機構

代表理事理事長　岡村　整諮　様

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　所在地

　　　　　　　　　　　　　　　　　事業提案者　名　称

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　代表者　　　　　　　　　　　　
令和５年度 第２回　とっとり起業化促進事業 提案書

とっとり起業化促進事業について下記のとおり提案します。

記

１ 事業名

２ 区分　　　　　　　開発支援型・スタートアップ型

３ 事業概要

４ 事業費　　　　　事業費総額　　　　金　　　　　　　 円

　 　　　　　　　　　うち助成希望額　　金　　　　　　　 円

５ 事業実施期間 　 令和　年　月　日から 令和　年　月　日まで
６ 添付資料

　 （１）別紙（【１】～【４】）
 　（２）会社案内等事業内容の確認ができる資料(パンフレット等でも可)

　 （３）直近３期の決算書

　 （４）申請者の登記事項証明書（履歴事項全部証明書）

（５）鳥取県が課税する全ての県税（個人県民税及び消費税を除く）に未納がない事を証する書類（納税証明書等）
様式第１号の２（第７条関係）

暴力団排除に関する誓約書
令和　　年　　月　　日　
　公益財団法人鳥取県産業振興機構
　　代表理事理事長　　　　　　　様
       　　　　　　　　　　　　　　　　　　　所在地
名　称

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　代表者　　　　　　　　　　　　
　私は、「とっとり起業化促進事業」の申請にあたり下記の事項について誓約します。
記
１　自己又は自己の法人その他の団体の役員等は、次のいずれにも該当する者ではありません。
（１）暴力団（暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第７７号）第２条第２号に規定する暴力団をいう。以下同じ。）
（２）暴力団員（暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（第２条第６号に規定する暴力団員をいう。以下同じ。）
（３）暴力団員によりその事業活動を実質的に支配されている者
（４）暴力団員によりその事業活動に実質的に関与を受けている者
（５）自己、自社若しくは第三者の不正の利益を図り、又は第三者に損害を加える目的をもって、暴力団又は暴力団員を利用するなどしている者
（６）暴力団又は暴力団員に対して資金を提供し、又は便宜を供与するなど直接的又は積極的に暴力団の維持又は運営に協力し、又は関与している者
（７）暴力団又は暴力団員であることを知りながらこれらを不当に利用している者
（８）暴力団員と密接な交友関係を有する者
２　１（１）から（８）までに掲げるもの（以下「暴力団等」という。）を契約・取引等の相手方にしません。
３　契約・取引等の相手方が暴力団等であることを知ったときは、当該下請契約等を解除します。
【１】事業概要総括表
	（１）事業名
	

	（２）分野
	

	（３）事業の必要性、現状で解決すべき課題等

	

	（４）事業内容の要約

	

	（５）事業実施体制

	

	（６）助成事業実施期間における目標到達点、得られる成果

	

	（７）助成事業終了後の目標・計画

	

	（８）地域(経済)活性化への波及効果

	

	（９）他補助金･委託制度等への類似プロジェクトの申請状況

	

	（１０）事業実施にあたって必要となる免許・資格等（写しの添付必要）

	


【２－１】申請者概要（複数事業者による共同申請の場合は代表者について記入）
	企 業 名
	
	 代表者

役職・氏名
	

	所 在 地
	〒



	連 絡 先
	Tel：

Fax：

	主な事業所とその所在都道府県名
	 支社　　（　　県）

 工場　　（　　県）

 研究所　（　　県）
	 主な出資者、

　 出資比率

※大企業は

【 】に◎を記載
	【　】

【　】

【　】
	 　　　　　　 (　％)

　　　 　　　 (　％)
　　 　　　　 (　％)

	資 本 金
	　　 　　　　　 万円
	
	
	

	従業員数

(うち研究員数)
	常勤　　　非常勤

　　　人 　　　　人

（　　　人）（　　　人）
	 担当者役職、
 氏名、連絡先
	役職：

氏名：

Tel：

Fax：

e-mail：

	設立年月
	
	参加団体
	学会

協会

	主な事業･製品商品･サービス
	

	企業理念

経営方針等
	

	代表者の経歴
	

	主要販売先
	取引先
	製品・商品名、サービス
	比率
	主要仕入先
	取引先
	製品・商品名、サービス
	比率

	
	
	
	　　％
	
	
	
	　　％

	
	
	
	　　％
	
	
	
	　　％

	
	
	
	　　％
	
	
	
	　　％

	
	その他
	
	　　％
	
	その他
	
	　　％

	
	合計
	
	100％
	
	合計
	
	100％

	特記事項
	


　（注１）企業の沿革についてわかるものを添付すること
【２－２】参加企業の概要（複数事業者による共同申請の場合に参加企業ごとに作成）

	企 業 名
	
	 代表者

役職・氏名
	

	所 在 地
	〒



	連 絡 先
	Tel：

Fax：

	主な事業所とその所在都道府県名
	 支社　　（　　県）

 工場　　（　　県）

 研究所　（　　県）
	 主な出資者、

　出資比率

※大企業は

【 】に◎を記載
	【　】

【　】

【　】
	　　　　　　  (　％)

　　　　 　　 (　％)
　　 　　　 (　％)

	資 本 金
	　　 　　　　　 万円
	
	
	

	従業員数

(うち研究員数)
	常勤　　　非常勤

　　　人 　　　　人

（　　　人）（　　　人）
	 担当者役職、
 氏名、連絡先
	役職：

氏名：

Tel：

Fax：

e-mail：

	設立年月
	
	参加団体
	学会

協会

	主な事業･製品商品･サービス
	

	企業理念

経営方針等
	

	代表者の経歴
	

	主要販売先
	取引先
	製品・商品名、サービス
	比率
	主要仕入先
	取引先
	製品・商品名、サービス
	比率

	
	
	
	　　％
	
	
	
	　　％

	
	
	
	　　％
	
	
	
	　　％

	
	
	
	　　％
	
	
	
	　　％

	
	その他
	
	　　％
	
	その他
	
	　　％

	
	合計
	
	100％
	
	合計
	
	100％

	特記事項
	


　（注１）企業の沿革についてわかるものを添付すること
【３】事業計画〔詳細〕　（作成枚数は任意とする）（全て記載必須）
　　※表やグラフ等を使用し、具体的かつ分かりやすく記載すること。
（１）事業(申請)に至る経過

　　※事業に至った経緯等について具体的に記載すること。
（２）事業内容（詳細）

　　※事業概要等について具体的かつ分かりやすく記載すること。
（３）事業の市場性
　　（想定する市場の現状及び今後等について記載すること）
　　※具体的数値やグラフ等を使用すること。
（４）事業の革新性
　　（提案事業の革新性・新規性、競合との比較優位性等について記載すること）
　　※競合他社と比較する際は、表等を使用し分かりやすく記載すること。
（５）事業の実現可能性
　　（開発進捗状況、実施体制、販売戦略、知財戦略、実現への課題を記載すること）

　　※現状どの辺りまで試作や開発が終わっているか等を明記の上、申請事業の実現可能性
について具体的に記載すること。
（６）事業期間において予定している成果目標（具体的数値で表すこと）

　　※定性的な観点から開発目標や販売目標を具体的に記載するとともに、定量的な観点
から貴社全体の売上目標、本事業で開発した製品等の売上及び比率目標を表やグラフ
等を使用し具体的に記載すること。
（７）地域経済への影響等

　　※申請事業を実施するにあたり、想定される県内への波及効果を具体的に記載すること。
（８）助成事業終了後の目標、展開等

　　※開発支援型（試作実証型）は、事業終了後のビジネス展開や上市目標等について、
具体的に記載すること。
（７）事業に要する経費

＜収入＞

 　① 助成事業に要する経費　　　　　　　 　　　　　　　　  　　　　　（単位：円）                    　                                       　　　　　　　　　
	項　目
	令和　年度
	令和　年度
	令和　年度
	合 計

	助成事業に要する経費注１
	
	
	
	

	助成対象経費注２
	
	
	
	

	助成金申請額注２
	
	
	
	


（注１）「助成事業に要する経費」は、当該事業を遂行するために必要な経費をいい、消費税及び地方消費税を含んだ額を記載すること。
（注２）「助成対象経費」は、助成事業に要する経費のうちで助成対象となる経費をいい、対象とならない経費、及び消費税及び地方消費税の金額は含まない。
（注３）「助成金申請額」は、助成対象経費のうち助成金の交付を希望する額で、助成対象経費に助成率を乗じた額を上限とする。各年度においても助成金申請額がその範囲となるように割り振ること(実際に受け入れる額ではなく、年度毎の助成対象経費に見合った助成金の額を記載する)。

 ② 資金調達内訳　　　　 　　　　　　　　　　　　　　　　　 　　　（単位：円）

	項　目
	令和   年度
	令和   年度
	令和   年度
	合 計

	助成金注１
	
	
	
	

	自己資金
	
	
	
	

	政府系金融機関からの借入
	
	
	
	

	民間金融機関からの借入
	
	
	
	

	社債発行
	
	
	
	

	その他
	
	
	
	

	合　計
	
	
	
	


（注１）助成金は、実際に受け入れを予定する額（前金払、概算払、精算払）を記載すること。
＜支出＞

③ 経費内訳 【総計】　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：円）
	経費項目
	助成事業に

要する経費
	助成対象経費
	助成金申請額
	経費内訳･積算

	経費区分
	費 目
	
	
	
	

	謝　金
	謝　金
	
	
	
	

	旅　費
	専門家旅費
	
	
	
	

	
	職員旅費
	
	
	
	

	
	（小計）
	
	
	
	

	委託費
	委託費
	
	
	A
	

	共同研究費
	共同研究費
	
	
	B
	⑤に記載

	外注加工費
	外注加工費
	
	
	C
	

	事務費
	会議費
	
	
	
	

	
	事務雑費
	
	
	
	

	
	雑役務費
	
	
	
	

	
	（小計）
	
	
	
	

	研究開発・商品開発費
	原材料費
	
	
	
	

	
	機械装置、
工具器具費
	
	
	
	

	
	産業財産権等導入費
	
	
	
	

	
	（小計）
	
	
	
	

	人材育成費
	教材費
	
	
	
	

	
	原稿料
	
	
	
	

	
	受講料
	
	
	
	

	
	（小計）
	
	
	
	

	合 計
	
	
	D
	


※本表は④を使用し各年度分を集計した合計額を記入すること。
※助成金申請時は見積書等積算根拠資料を添付すること。
※委託費と外注加工費の合計額が経費の合計額の５割を超えないこと。
	委託費と外注加工費の計（Ａ＋Ｃ）
	≦
	助成金申請額の５割（（Ｄ－Ｂ）÷２）

	円
	
	円


④ 経費内訳 【年度別：令和　　年度】　　　　　　　　　　　　　　　（単位：円）
	経費項目
	助成事業に

要する経費

注１
	助成対象経費

注２
	助成金申請額
	経費内訳･積算

注３

	経費区分
	費 目
	
	
	
	

	謝　金
	謝　金
	
	
	
	

	旅　費
	専門家旅費
	
	
	
	

	
	職員旅費
	
	
	
	

	
	（小計）
	
	
	
	

	委託費
	委託費
	
	
	
	

	共同研究費
	共同研究費
	
	
	
	⑥に記載

	外注加工費
	外注加工費
	
	
	
	

	事務費
	会議費
	
	
	
	

	
	事務雑費
	
	
	
	

	
	雑役務費
	
	
	
	

	
	（小計）
	
	
	
	

	研究開発・商品開発費
	原材料費
	
	
	
	

	
	機械装置、
工具器具費
	
	
	
	

	
	産業財産権等導入費
	
	
	
	

	
	（小計）
	
	
	
	

	人材育成費
	教材費
	
	
	
	

	
	原稿料
	
	
	
	

	
	受講料
	
	
	
	

	
	（小計）
	
	
	
	

	合 計
	
	
	
	


（注１）消費税・地方消費税を含んだ金額を記入する。
（注２）消費税・地方消費税及び助成対象とならない経費を除いた額を記入すること。
（注３）積算根拠を作成し、添付すること。
⑤ 共同研究費内訳 【総計】　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：円）
	経費項目
	助成事業に

要する経費
	助成対象経費
	助成金申請額
	経費内訳･積算

	経費区分
	費 目
	
	
	
	

	謝　金
	謝　金
	
	
	
	

	旅　費
	専門家旅費
	
	
	
	

	
	職員旅費
	
	
	
	

	
	（小計）
	
	
	
	

	委託費
	委託費
	
	
	
	

	外注加工費
	外注加工費
	
	
	
	

	事務費
	会議費
	
	
	
	

	
	事務雑費
	
	
	
	

	
	雑役務費
	
	
	
	

	
	（小計）
	
	
	
	

	研究開発・商品開発費
	原材料費
	
	
	
	

	
	機械装置、
工具器具費
	
	
	
	

	
	産業財産権等導入費
	
	
	
	

	
	（小計）
	
	
	
	

	人材育成費
	教材費
	
	
	
	

	
	原稿料
	
	
	
	

	
	受講料
	
	
	
	

	
	（小計）
	
	
	
	

	合 計
	
	
	
	


※　③、④における共同研究費の欄の金額との整合をはかること。
※　助成金申請時は見積書等積算根拠資料を添付すること。
⑥ 共同研究費内訳 【年度別：令和　　　　年度】　　　　　　　　　　（単位：円）
	経費項目
	助成事業に

要する経費
	助成対象経費
	助成金申請額
	経費内訳･積算

	経費区分
	費 目
	
	
	
	

	謝　金
	謝　金
	
	
	
	

	旅　費
	専門家旅費
	
	
	
	

	
	職員旅費
	
	
	
	

	
	（小計）
	
	
	
	

	委託費
	委託費
	
	
	
	

	外注加工費
	外注加工費
	
	
	
	

	事務費
	会議費
	
	
	
	

	
	事務雑費
	
	
	
	

	
	雑役務費
	
	
	
	

	
	（小計）
	
	
	
	

	研究開発・商品開発費
	原材料費
	
	
	
	

	
	機械装置、
工具器具費
	
	
	
	

	
	産業財産権等導入費
	
	
	
	

	
	（小計）
	
	
	
	

	人材育成費
	教材費
	
	
	
	

	
	原稿料
	
	
	
	

	
	受講料
	
	
	
	

	
	（小計）
	
	
	
	

	合 計
	
	
	
	


※助成金申請時は見積書等積算根拠資料を添付すること。
(８)助成事業に関する利益計画　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：円）
	　　　　　年度

項目
	令和　　年度
	令和　　年度
	令和　　年度

	①売上高
	
	
	

	売上原価
	a原材料費
	
	
	

	
	b外注費
	
	
	

	
	c労務費
	
	
	

	
	d減価償却費
	
	
	

	
	eその他経費
	
	
	

	
	②　合 計
	
	
	

	③売上総利益（①－②）
	
	
	

	経費
	f人件費
	
	
	

	
	g減価償却費
	
	
	

	
	h研究開発費
	
	
	

	
	i広告宣伝費
	
	
	

	
	jその他経費
	
	
	

	
	④　合 計
	
	
	

	⑤営業利益（③－④）
	
	
	

	⑥営業外収支
	
	
	

	⑦経常利益（⑤±⑥）
	
	
	

	⑧法人税等
	
	
	

	⑨当期純利益（⑦－⑧）
	
	
	

	付加価値額 (c+d+f+g+⑤)
	
	
	


※該当がない年度は記入不要
【４】事業のスケジュール
	項 目
	令和　　　　年度
	令和　　　　年度
	令和　　　　年度

	
	4
	5
	6
	7
	8
	9
	10
	11
	12
	1
	2
	3
	4
	5
	6
	7
	8
	9
	10
	11
	12
	1
	2
	3
	4
	5
	6
	7
	8
	9
	10
	11
	12
	1
	2
	3

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	


↑


開発支援型＝試作実証型=限度額1,000万円


スタートアップ型＝起業創業型=限度額500万円


※この枠は記載の説明のため、申請時には削除すること





別紙（様式第１号、第２号共通）





青字部分は記載の説明のため、申請時には削除すること








1

